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道路運送車両法施行規則等の一部改正について

１．改正の背景

自動車の新規登録等に係る手続における所有者等の負担の軽減等を図る観点から、こ

れらの手続を電子情報処理組織を使用して行うことを可能とするため、自動車関係手続

における電子情報処理組織の活用のための道路運送車両法等の一部を改正する法律（平

成１６年法律第５５号。以下「改正法」という ）が平成１６年５月に成立しました。。

改正法は平成１６年５月２６日に公布され、平成１７年１２月２６日から施行するこ

とになっています。

これに伴い、かつ、所要の改正を行うために、以下のとおり関係省令の改正を行うこ

とを検討しています。

２．改正の概要

（１）道路運送車両法施行規則の一部改正

① 電磁的方法による登録情報処理機関への譲渡証明書等に記載すべき事項の提供

について、道路運送車両法第３３条第４項の国土交通省令で定める方法は、電気

通信回線を通じて送信する方法、又は磁気ディスクの交付その他これらに準ずる

方法とすることを検討しています。

、 。② 排出ガス検査終了証の電子化に伴い 必要な改正を行うことを検討しています

③ 登録情報処理機関における自動車損害賠償責任保険証明書、預託証明書及び排

出ガス検査終了証に記載すべき事項に係る処理運用に関する規定を定めることを

検討しています。

④ その他所要の改正を行うことを検討しています。

（２）自動車損害賠償保障法施行規則の一部改正

① 電磁的方法による登録情報処理機関への自動車損害賠償責任保険証明書に記載

すべき事項の提供について、自動車損害賠償保障法第９条第２項の国土交通省令

で定める方法は、電気通信回線を通じて送信する方法、又は磁気ディスクの交付

その他これらに準ずる方法とすることを検討しています。

② その他、自動車損害賠償責任保険証明書の電子化に伴い、必要な改正を行うこ

とを検討しています。

（３）その他の関係省令の一部改正

譲渡証明書 完成検査終了証及び排出ガス検査終了証の電子化に伴い 申請書 Ｏ、 、 （

） 、 。ＣＲシート第１号様式 の改正を行う等 所要の改正を行うことを検討しています

３．スケジュール

公布 平成１７年１０月上旬（予定）

施行 平成１７年１２月２６日（予定）


